様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2023年　12月　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃ にほんけいざいしんぶんしゃ
一般事業主の氏名又は名称 株式会社　日本経済新聞社 
（ふりがな） はせべ　つよし
（法人の場合）代表者の氏名　長谷部　剛    印   
住所　〒  100-8066 東京都千代田区大手町1-3-7
法人番号　3010001033086　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 理念
2 グループ長期経営計画

	公表日
	1 2022年2月7日
2 2023年9月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 理念
https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/about/
2 グループ長期経営計画
https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/corporate/ltmp/

	記載内容抜粋
	日本経済新聞社グループでは、バリュー、パーパス、ミッションを定めている。バリューはすべての社員が共有する価値観、パーパスはいつまでも変わらないグループの存在意義、ミッションはグループ各社それぞれがパーパスに沿って果たすべき使命を表す
①独立、クオリティー、先進性、多様性（日経のバリュー）
考え、伝える。より自由で豊かな世界のために。（日経のパーパス）
質の高い報道とサービスで読者・顧客の判断を助け世界で最も公正で信頼されるメディアになる（日経のミッション）
②日経グループの価値を最大化するため、4つの事業ドメイン（領域）を特定
[事業ドメイン①News＆Insights]（メディア事業）： 読者の「気づく、つながる」を支える
※FTや日経の（経済を中心に影響力のある）コンテンツをデジタルで顧客に提供

[事業ドメイン②Brand Communication]（広告事業）： 顧客企業の「価値を伝え、社会と交わる」を支える
※プリント・デジタル・イベントを最適な形で組み合わせ、企業の価値を伝える統合型ソリューションを提供

[事業ドメイン③Decision-making]（データビジネス）： 意思決定者の「調べる、決める」を支える
※日本の情報を網羅して世界に販売するとともに、世界の情報を日本企業に提供する橋渡し役として、総合的なリスク管理支援などの顧客の経営課題を解決するサービスを提供

[事業ドメイン④Experience]（教育・文化事業）： 一人ひとりの「高める、成長する」を支える
※日経IDを基盤とし、個人のキャリア形成や企業の人的資本経営を幅広く支援する事業群を構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①は、取締役会で決議された事項に基づき作成
②の該当箇所は、取締役会で決議された事項に基づき作成



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「日本経済新聞社　DXへの取り組み」

	公表日
	2023年12月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
「日本経済新聞社　DXへの取り組み」：P3～5
https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/corporate/Nikkei_DX.pdf

	記載内容抜粋
	グループ長期経営計画の実現に向け、3つのDXを推進
①顧客サービスの変革
【デジタル技術によるビジネスモデル変革】
[事業ドメイン①News＆Insights] 経済を中心に影響力あるデジタルコンテンツを提供し、グローバルメディアとしての地位を確立

[事業ドメイン②Brand Communication] デジタル技術を活用して企業の戦略立案に関与し、「バリュー」の発信やブランド向上を効果的に実現

[事業ドメイン③Decision-making]多様なデータのプラットフォーム構築と高度な分析を軸に、顧客の課題解決に資するソリューションを創出

[事業ドメイン④Experience] 日経IDの活用によって顧客を深く・広く・長く理解し、ビジネスパーソンや企業の成長を効果的に支援

②営業力の変革
【取引データ活用による営業活動のDX】
・顧客マネジメントの一元化を目的として、SFAシステムを導入
各部局の営業活動に関する情報を収集・分析し、ノウハウとして蓄積・共有することで、営業力を強化
・データを基にKPIを設定
経験に頼る管理から定量的な根拠の持った営業マネジメントに転換

③業務の変革
【間接部門を中心としたDXによる生産性向上】
高収益のテックカンパニーに生まれ変わるため、間接部門を中心に既存の常識や枠組みを打破し、業務の連携を強め、生産性向上に向けてDXを推進
＜データに基づく経営の実現＞
経営情報の一元管理と見える化による意思決定品質・スピード向上
・精緻な予算と実績の管理(24年の予算編成から新管理会計システムにて開始)
・柔軟な管理会計
・部局横断データ活用(顧客、仕入先情報の全社一元化を実現)
＜働き方の見直し＞ 
デジタル技術を生かした業務や人材活用の最適化・効率化
・社員情報の一元管理プラットフォーム「Workday」などを活用してジョブ型制度を24年に全面導入し、考課や人事異動を最適化
・RPAや経費精算システムの電子化などデジタル技術の活用による標準化・業務効率化
・デジタル技術を持つ人材の採用拡大

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当文書は取締役会から権限移譲されたグループ経営会議で決定された事項に基づき作成された内容であり、取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された権限者（統括取締役）が、社外公開を承認。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「日本経済新聞社　DXへの取り組み」：P6～7

	記載内容抜粋
	■DX推進に向けた全社組織体制
DX戦略推進に向け、機動的に対応できる組織を設置
①顧客サービスの変革の推進担当機関：プラットフォーム推進室（2022年４月、旧DX推進室から改組）
主にID・データ活用の戦略・推進、ID基盤・マーケティング基盤の整備、次世代基盤への投資を担当
②営業力の変革の推進担当機関：営業推進室（2022年4月発足）
主に営業活動にかかわるデータ活用基盤の整備、データ分析に基づく営業活動の改善・高度化を担当
③業務の変革の推進担当機関：業務DX委員会（2020年1月設立）
間接部門を中心に業務の連携を強めて生産性を高めるDXの推進を担当
※生成AIの利活用の担当機関：AIガバナンス委員会（2023年6月設立）
大規模言語モデル（LLM）など技術開発の推進、生成AIの利活用ルールの策定などを担当

■DX推進に必要な人材確保・育成
＜デジタル人材の確保＞
・エンジニア職のキャリア採用を積極化
・エンジニア職向けインターンシップ、データ技術を駆使して記事を執筆するデータジャーナリスト職を設け、仕事体験の場を提供することにより、新卒採用を活性化
・デジタル人材専用のサイトを開設し、技術ブログでエンジニアの活動を発信
＜デジタル人材育成＞
・データ活用リーダーのスキル要件を明確化し、その養成に向けた人材育成プログラムを24年にリニューアル予定
・デジタル人材育成プログラムを順次拡充、リスキリングメニューも複数用意
・オンライン研修サービス「Udemy」を活用し、個々の社員が必要なスキルを取得

■DX推進のための外部協業
自社単独開発だけでなく、資本提携や協業による他社との連携も積極的に推進
・野村総合研究所とＥＳＧデータサービスを共同開発



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「日本経済新聞社　DXへの取り組み」：P8

	記載内容抜粋
	DX戦略推進に向けた、クラウド時代に適合したIT基盤を整備
①「顧客サービスの変革」のためのIT基盤整備
・日経ID・データを事業横断で高度利活用していくためのプラットフォームを整備
②「営業力の変革」のためのIT基盤整備
・SFA活用推進・データ分析のためのIT基盤を整備
③「業務の変革」のためのIT基盤整備
・グローバル標準の会計、経費精算、人事、BIシステムの導入
・業務自動化に向けたRPA導入



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「日本経済新聞社　DXへの取り組み」

	公表日
	2023年12月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
「日本経済新聞社　DXへの取り組み」：P9
https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/corporate/Nikkei_DX.pdf

	記載内容抜粋
	①顧客サービスの変革、②営業力の変革、③業務の変革における成果指標とプロセス指標を設定
成果指標の例として、①顧客サービスの変革では、デジタル購読数や日経ID会員数などの現状値を公表。②営業力の変革では顧客への最適提案の実現など、③業務の変革では労働時間の削減などを指標として設定。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年12月1日

	発信方法
	当社ホームページ上で公表
DX戦略（代表取締役社長名で発信）：https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/corporate/dx/

	発信内容
	日本経済新聞社はDX（デジタル・トランスフォーメーション）によって、ビジネスモデルの変革を進めています。本格的に着手した2020年以降、デジタル技術を幅広く活用し、経営効率やサービスの品質を高めてきました。柱となるのは顧客サービス、営業力、業務という3領域のDXです。業務領域では中核のERP（統合基幹業務システム）が本格稼働し、経営情報の精緻な一元管理で見える化を進展させて経営判断に生かします。言論報道機関として正確で信頼される情報を提供し続けるためにも、デジタル技術を貪欲に取り込んでいかなければなりません。新しいサービスやコンテンツを届け、企業や政府で意思決定を担う人など読者・顧客の「調べる」「決める」を助けること。それが日経DX戦略のめざす到達点です。そこに向けて組織と社員が持てる力をいかんなく発揮できる環境をつくります。日経のバリューの一つは「先進性」にあります。新しいテクノロジーを取り込み、イノベーションへの挑戦を続けます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年10月頃　～　2023年11月頃

	実施内容
	DX推進指標の自己診断を実施、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2010年7月頃　～ 現在

	実施内容
	「情報管理規定」「情報機器等に関する管理・利用細則」等のセキュリティに関するルールに基づき、セキュリティ対応の専門チーム（NIKKEI-SIRT）を中心に、社内研修や新技術研修・情報収集などの組織的・人的対策、ネットワークの出入口対策やWebサイトのセキュリティ強化などの技術的対策を実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

